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再生委員会の

構成員 

小田野沢漁業協同組合、東通村つくり育てる農林水産課、青森県下北地域県民

局地域農林水産部むつ水産事務所 

オブザーバー ― 

対象となる地域の範囲及び漁業の種類 

青森県下北郡東通村小田野沢地区 

漁業者数 32 名  

定置・底建網漁業 7 経営体 

一本釣り漁業   25 経営体 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

 東通村小田野沢地区は青森県の太平洋側に位置し、夏は冷たいヤマセが吹きつけ、冬も海が

荒れる厳しい気候風土であるが、古くから水産業を基幹産業として栄えた地区である。当地区

の過去平均 5 年間の水揚は、数量 340 ﾄﾝ、金額 1 億 8 千万円程で、主な漁業種類は定置・底建

網漁業で、当漁業の水揚量及び金額は全体水揚量 88％、金額にして 84％を占めている。 

近年では、主要魚種であるサケ、ヒラメ等の漁獲量減少と、全般的な魚価の低迷、加えて燃油

高や資材の高騰などによる経営コストの増加により、水産業を取り巻く環境は非常に厳しい状

況にある。 

（２）その他の関連する現状等

近年は、漁業者の高齢化や漁労機材の老朽化から、漁業生産への影響も懸念されているほか、

築地市場の移転により、新しく開設された豊洲市場にて、流通の変化に伴う魚価の変化も懸念さ

れる。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等

（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

①活〆による鮮度保持と施氷による低温管理の継続により、漁獲物の付加価値向上や漁業収入

の増加を図る。



②地元特産物の試食会等を通じて、水産物の消費拡大を継続し、漁業収入の増加を図る。

③サケふ化場への良好な海産親魚の提供により稚魚の安定的な放流を図り、回帰資源の増大を

図る。

④藻場や増殖礁等の整備と磯焼け対策の徹底によりウスメバル・ヒラメ・ヤリイカ等の水産資

源の増加を継続し、漁協の資源管理計画に基づいた資源管理型漁業の推進により漁業収入の

増加を図る。

⑤船底清掃及び減速航行を継続し、燃油コストの削減を図る。

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

・操業隻数、期間、漁獲量等の規制遵守による漁業及び資源管理措置

（青森県海面漁業調整規則）

・資源管理計画に基づく漁獲制限、休漁日等の設定による資源保護

（青森県資源管理指針、小田野沢漁協資源管理計画）

・共同漁業権行使規則に基づく漁業期間、漁業方法、漁獲サイズ等の制限の徹底による資源保

護（小田野沢漁協）

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和３年度）

 以降、以下の取組内容は、取組の進捗状況や得られた知見等を踏まえ、必要に応じて、見直すこ 

ととする。 

以下の漁業収入向上の取組及び漁業コスト削減の取組により、基準年から８．５％の所得向上

を図る。 

漁業収入向上

のための取組 1）水産物の付加価値向上

① 前期浜プランでは、定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者が、ヒラメ・

ウスメバル等を対象に、活締めを実施したのち、迅速な箱詰め（施氷作業

による低温管理（5℃以下）を含む）を行い鮮度保持の徹底に取り組んだ。

また、Ｈ29 から東通村のご当地グルメとして誕生した「東通村天然ヒラメ

刺身重」に提供するため、ヒラメについては、神経締め処理を行い出荷し

た結果、単価が向上し、所得向上につながった。漁協は、今期浜プランで

も引き続きヒラメ・ウスメバル等について、村と連携して消費者の需要を

把握しながら、活締め、神経締め処理した漁獲物の出荷量を増やすことと

する。また、漁獲後の低温管理による鮮度保持を徹底する。

② 前期浜プランでは、漁協は、漁協婦人部による地元水産物のＰＲ計画を

定めるとともに、漁協女性部員によるサケ、ヒラメ等のさかな汁試食会等

を通じて、水産物の PR と消費拡大に積極的に取り組むことで漁業収入の

増加につながった。今期浜プランでも、引き続きＰＲ計画に基づき、サケ・

ヒラメ等のさかな汁試食会を行うほか、新たにとろろこんぶなどの海藻類

の加工品の試作を行い、さらなる所得向上に努めることとする。

2）良好なサケ海産親魚の供給等によるサケ回帰資源の増大

③ 前期浜プランでは、定置網漁業者は、サケふ化放流事業を実施する近隣

のふ化場に対し、成熟（ブナ化）が進み、傷の少ない 3kg 以上の個体を種

苗生産向け親魚として２５０尾供給したが、今期浜プランでは定置網漁業

者に本取組の理解を深めてもらうことで、提供尾数を 100 尾増加させるこ

とにより種苗生産・放流数の安定化につなげる。また、河川環境改善のた

め上流部への植樹を行うことで、サケ回帰資源の増大による漁業所得の向

上を図る。

定置網漁業者は、サケ回帰率の向上を図るため、海中生簀を利用して、

サケ稚魚の適正飼育・適期適サイズ放流を行う。また、飼育放流結果をと

りまとめ、海中飼育連絡協議会で課題点を検証し、次年度の飼育放流に反

映させる。



3）漁場整備及び資源管理型漁業の推進

④ 前期浜プランでは、小田野沢地先海域に増殖礁が設置され、魚類のほか

アワビなどの磯物の蝟集も確認できた。また、定置・底建網漁業者及び一

本釣り漁業者、漁協及び村が水産資源の増大を図るための漁場整備の促進

を県庁へ要請した結果、Ｒ３年度から共同漁業権内に藻場増殖礁・漁礁の

設置が計画された。今期浜プランでは、前期浜プランに引き続き、同漁業

者及び漁協が、採介藻漁業者及び地元潜水業者と連携し、藻場のモニタリ

ングと、ウニについて、藻場の食害防止のための密度管理（過剰生息の場

合は駆除）を徹底する。

 加えて、定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者は、上記取り組みによ

るウスメバル・ヒラメ・カレイ類等の増産効果を確認しつつ、必要に応じ

て漁協の資源管理計画に基づく禁漁期間、休漁日等の自主的な資源管理措

置の拡大を行う。 

漁業コスト削

減のための取

組 

1）船底清掃及び減速航行の実施

⑤ 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者は、船底、舵、プロペラ等を洗

浄・研磨するなどの清掃により、航行時の船体に係る抵抗を削減するとと

もに、漁船の減速走行に努めることにより、消費燃料の削減を図る。

活用する支援

措置等 

２年目（令和４年度） 

 以下の漁業収入向上の取組及び漁業コスト削減の取組により、基準年から８．５％の所得向上

を図る。 

漁業収入向

上のための

取組 

1）水産物の付加価値向上

① 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者は、村と連携して消費者の需要

を把握しながらヒラメ・ウスメバル等の活締め・神経締めの出荷量を増や

すとともに、漁獲後の低温管理による鮮度保持を徹底する。

② 漁協は、地元水産物の PR 計画に基づき、漁協女性部員による試食会や海

藻類の加工品試作を通じて、水産物の PR と消費拡大に積極的に取り組むこ

とで漁業収入の増加に努める。

2）良好なサケ海産親魚の供給等によるサケ回帰資源の増大

③ 定置網漁業者は、近隣のふ化場に対し、サケ成魚を種苗生産向け親魚と

して３５０尾供給し、種苗生産・放流数の安定化につなげるとともに、河川

環境改善のため上流部への植樹を行うことで、サケ回帰資源の増大による

漁業所得の向上を図る。また、海中生簀を利用して、サケ稚魚の適正飼育・

適期適サイズ放流を行い、飼育放流結果について海中飼育連絡協議会で課

題点を検証し、次年度の飼育放流に反映させる。

3）漁場整備及び資源管理型漁業の推進

④ 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者、漁協及び村は、採介藻漁業者及

び地元潜水業者と連携し、ウニによる藻場の食害を防ぐため、藻場のモニ

タリングとウニの密度管理（過剰生息の場合は駆除）を徹底する。

加えて、同漁業者は、上記取り組みによるウスメバル・ヒラメ・カレイ類

等の増産効果を確認しつつ、必要に応じて漁協の資源管理計画に基づく禁

漁期間、休漁日等の自主的な資源管理措置の拡大を行う。 



漁業コスト

削減のため

の取組 

 

1）船底清掃及び減速航行の実施 

 ⑤ 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者は、船底清掃等を実施し、航行時

の船体に係る抵抗を削減するとともに、漁船の減速走行に努めることによ

り、消費燃料の削減を図る。 

 

活用する支

援措置等 

 

 

 ３年目（令和５年度） 

 以下の漁業収入向上の取組及び漁業コスト削減の取組により、基準年から８．９％の所得向上

を図る。 

漁業収入向

上のための

取組 

 

1）水産物の付加価値向上 

 ① 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者は、村連携して消費者の需要を

把握しながらヒラメ・ウスメバル等の活締め・神経締めの出荷量を増やす

とともに、漁獲後の低温管理による鮮度保持を徹底する。 

 

 ② 漁協は、地元水産物の PR 計画に基づき、漁協女性部員によるさかな汁試

食会や海藻類の加工品試作等を通じて、水産物の PR と消費拡大に積極的に

取り組むことで漁業収入の増加に努める。 

 

2）良好なサケ海産親魚の供給等によるサケ回帰資源の増大 

 ③ 定置網漁業者は、近隣のふ化場に対し、サケ成魚を種苗生産向け親魚と

して３５０尾供給し、種苗生産・放流数の安定化につなげるとともに、河川

環境改善のため上流部への植樹を行うことで、サケ回帰資源の増大による

漁業所得の向上を図る。また、海中生簀を利用して、サケ稚魚の適正飼育・

適期適サイズ放流を行い、飼育放流結果について海中飼育連絡協議会で課

題点を検証し、次年度の飼育放流に反映させる。 

 

3）漁場整備及び資源管理型漁業の推進 

 ④ 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者、漁協及び村は、採介藻漁業者及

び地元潜水業者と連携し、ウニによる藻場の食害を防ぐため、藻場のモニ

タリングとウニの密度管理（過剰生息の場合は駆除）を徹底する。 

   加えて、同漁業者は、上記取り組みによるウスメバル・ヒラメ・カレイ類

等の増産効果を確認しつつ、必要に応じて漁協の資源管理計画に基づく禁

漁期間、休漁日等の自主的な資源管理措置の拡大を行う。  

漁業コスト

削減のため

の取組 

 

1）船底清掃及び減速航行の実施 

 ⑤ 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者は、船底清掃等を実施し、航行時

の船体に係る抵抗を削減するとともに、漁船の減速走行に努めることによ

り、消費燃料の削減を図る。  

活用する支

援措置等 
 

 

 ４年目（令和６年度） 

 以下の漁業収入向上の取組及び漁業コスト削減の取組により、基準年から１２．４％の所得向

上を図る。 

漁業収入向

上のための

取組 

 

1）水産物の付加価値向上 

 ① 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者は、村と連携して消費者の需要

を把握しながらヒラメ・ウスメバル等の活締め・神経締めの出荷量を増や

すとともに漁獲後の低温管理による鮮度保持を徹底する。 



 

 ② 漁協は、地元水産物の PR 計画に基づき、漁協女性部員による試食会や海

藻類の加工品試作等を通じて、水産物の PR と消費拡大に積極的に取り組む

ことで漁業収入の増加に努める。 

 

2）良好なサケ海産親魚の供給等によるサケ回帰資源の増大 

 ③ 定置網漁業者は近隣のふ化場に対し、サケ成魚を種苗生産向け親漁とし

て３５０尾供給し、種苗生産・放流数の安定化を図るとともに、河川環境改

善のため上流部への植樹を行うことで、サケ回帰資源の増大による漁業所

得の向上を図る。また、海中生簀を利用して、サケ稚魚の適正飼育・適期適

サイズ放流を行い、飼育放流結果について海中飼育連絡協議会で課題点を

検証し、次年度の飼育放流に反映させる。 

 

3）漁場整備及び資源管理型漁業の推進 

 ④ 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者、漁協及び村は、採介藻漁業者及

び地元潜水業者と連携し、ウニによる藻場の食害を防ぐため、藻場のモニ

タリングとウニの密度管理（過剰生息の場合は駆除）を徹底する。 

   加えて、同漁業者は、上記取り組みによるウスメバル・ヒラメ・カレイ類

等の増産効果を確認しつつ、必要に応じて漁協の資源管理計画に基づく禁

漁期間、休漁日等の自主的な資源管理措置の拡大を行う。  

漁業コスト

削減のため

の取組 

 

1）船底清掃及び減速航行の実施 

 ⑤ 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者は、船底清掃等を実施し、航行時

の船体に係る抵抗を削減するとともに、漁船の減速走行に努めることによ

り、消費燃料の削減を図る。  

活用する支

援措置等 
 

 

 ５年目（令和７年度） 

 取組の最終年度であり、前年度に引続き行うが、目標達成が確実なものとなるよう、プランの

取組状況を確認しつつ、必要に応じて施策の見直しを行う。 

 以下の漁業収入の取組及び漁業コスト削減の取組により、基準年から１２．８％の所得向上を

図る。 

漁業収入向

上のための

取組 

 

1）水産物の付加価値向上の取組 

 ① 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者は、村と連携して消費者の需要

を把握しながらヒラメ・ウスメバル等の活締めの出荷量を増やすとともに、

漁獲後の低温管理により鮮度保持を徹底する。 

 

 ② 漁協は、地元水産物の PR 計画に基づき、漁協女性部員による試食会等を

通じて、水産物の PR と消費拡大に積極的に取り組むとともに、海藻類の加

工品を販売し漁業収入の増加に努める。 

 

2）良好なサケ海産親魚の供給等によるサケ回帰資源の増大 

 ③ 定置網漁業者は、近隣のふ化場に対し、サケ成魚を種苗生産向け親魚と

して供給し、種苗生産・放流数の安定化を図るとともに、河川環境改善のた

め上流部への植樹を行うことで、サケ回帰資源の増大による漁業所得の向

上を図る。また、海中生簀を利用して、サケ稚魚の適正飼育・適期適サイズ

放流を行い、飼育放流結果について海中飼育連絡協議会で課題点を検証し、

次年度の飼育放流に反映させる。 

 

3）漁場整備及び資源管理型漁業の推進 

 ④ 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者、漁協及び村は、採介藻漁業者及

び地元潜水業者と連携し、ウニによる藻場の食害を防ぐため、藻場のモニ



タリングとウニの密度管理（過剰生息の場合は駆除）を徹底する。

加えて、同漁業者は、上記取り組みによるウスメバル・ヒラメ・カレイ類

等の増産効果を確認しつつ、必要に応じて漁協の資源管理計画に基づく禁

漁期間、休漁日等の自主的な資源管理措置の拡大を行う。 

漁業コスト

削減のため

の取組 

1）船底清掃及び減速航行の実施

⑤ 定置・底建網漁業者及び一本釣り漁業者は、船底清掃等を実施し、航行時

の船体に係る抵抗を削減するとともに、漁船の減速走行に努めることによ

り、消費燃料の削減を図る。

活用する支

援措置等 

（５）関係機関との連携

青森県水産振興課・漁港漁場整備課やむつ水産事務所、（地独）青森県産業技術センター水産

総合研究所、内水面研究所から指導を受け、年度毎に、計画の進捗状況を把握する。また、問題

点については原因を調査し、解決に向けた課題整理を行う。 

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上 10%

以上 

基準年 
平成２７年度～令和元年度までの５中３平均 

  ：漁業所得（１経営体当たり）  円 

目標年 令和７年度：漁業所得（１経営体当たり）円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性

別添資料参照 

（３）所得目標以外の成果目標

基準年（平成２７年度～令和

元年度までの５中３平均） 
目標年（令和７年度） 

①鮮度保持に

よる平均単価

向上

ヒラメ ８３１円／㎏ ８６０円／㎏ 

ウスメバル ４４２円／㎏ ４５７円／㎏ 

カレイ類 ３８３円／㎏ ３９１円／㎏ 

ソイ類 ４３０円／㎏ ４３９円／㎏ 

②サケ漁獲量

の増大
サケ １２２，２２０㎏ １２９，２８９㎏ 

（４）上記の算出方法及びその妥当性

別添資料参照 

５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 
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